第１－１号様式（第６条関係）
平塚市木造住宅耐震化促進事業
補助金交付申請書（耐震診断）
　　　　年　　月　　日
（提出先）
平塚市長
	申請者
	郵便番号
住　　所
ふりがな
氏　　名
電話番号
生年月日　　　　　　　年　　　月　　　日

	
	

	耐震診断技術者
	氏　　名
市の登録番号　　第　　　　　　　　　　号



	平塚市木造住宅耐震化促進事業補助金（耐震診断）の交付を受けたいので、平塚市木造住宅耐震化促進事業補助金交付要綱第６条の規定により、次のとおり申請します。
※太枠内のご記入及び該当する欄の□にレ点を付けてください。

	１
	建物の所在地
	平塚市
（地番を記入して下さい。）

	２
	建物の概要
	用途
	□ 一戸建ての住宅　  □ 兼用住宅（住宅部分の割合　　　％）　

	
	
	構造・階数
	木造　　　　階建て
	延べ面積
	　　　　　　　　　 ㎡

	３
	建物の建築時期
	昭和　　年　　月新築
（昭和５６年６月１日以降に増築がある場合　　 　　年　　月　　　　㎡増築）

	４
	補助対象者区分
	· 区分１（　□ア　□イ　□ウ　□エ　）　
· 区分２　　※裏面の補助対象者区分を参照してください。

	５
	補助金交付申請額
	延べ面積の区分
	建物用途
	補助金交付申請額

	
	
	区分１
	□ １５０㎡以下
	□　一戸建ての住宅
	９２，０００円

	
	
	
	
	· 兼用住宅
	

	
	
	
	□ １５０㎡超
	□　一戸建ての住宅
	１０１，０００円

	
	
	
	
	· 兼用住宅
	

	
	
	区分２
	□ １５０㎡以下
	―
	６２，０００円

	
	
	
	□ １５０㎡超
	―
	６８，０００円


（備考）
添付書類については、裏面をご確認下さい。

１　下記の書類を添付してください。
　　ア　補助対象者区分に応じた書類（下記参照）
　　イ　住宅の部分が２分の１以上であることがわかる資料（兼用住宅の場合）
　　　※上記の書類で確認できない場合は、別途資料のご提出をお願いする場合があります。
（補助対象者区分）
	区分１
	ア
	「所有者」かつ「居住者」である者

	
	イ
	対象住宅に配偶者又は３親等内の親族が居住している「所有者」

	
	ウ
	「居住者」（所有者であるものを除く。）

	
	エ
	対象住宅に居住者がいないが、自己、配偶者又は３親等内の親族が居住の用に供するために耐震化促進事業を実施しようとする「所有者」

	区分２
	区分１のアからエまでのいずれにも該当しない「所有者」（対象住宅に居住者がいない場合を除く。）


（各区分の必要書類）
	補助金交付申請書に必要なもの
	添付書類の具体例
	区分１
	区分２

	
	
	ア
	イ
	ウ
	エ
	

	1.「所有者」がわかるもの
	「固定資産税・都市計画税(土地・家屋)納税通知書及び課税明細書」の写し
「家屋課税(補充)台帳登録事項証明書」
※建築年の記載があるもの
「登記簿謄本」「登録事項証明書」
	〇
	〇
	〇
	〇
	〇

	2.「居住者」がわかるもの
	住民票の写し(マイナンバーの記載がないもの)
	〇
(※1)
	〇
	〇
	-
	〇

	3.「所有者」の同意
	所有者の同意書（参考様式）
	-
	-
	〇
	-
	-

	4.「居住者」の同意
	居住者の同意書（参考様式）
	-
	〇
	-
	-
	〇

	5.「所有者」と「居住者」の関係がわかるもの
	戸籍謄本（配偶者又は３親等内の親族関係がわかるもの）
	-
	〇
	-
	〇
(※2)
	-

	6.「所有者等」の居住予定を示すもの
	居住予定申告書（参考様式）
	-
	-
	-
	〇
	-


※1　「所有者」がわかるものとして添付した書類で確認できる場合は添付不要
※2　「所有者」が自ら居住する予定である場合は、添付不要
２　市税の納入状況確認の同意について
　（市税の納入状況を建築指導課職員が確認します。同意欄へ☑をお願いします。）
	同　意　欄
	· 平塚市木造住宅耐震化促進事業補助金交付にあたり、私の市税の納入状況について建築指導課職員が確認することに同意します。


[bookmark: _GoBack]３　委任状について
市への補助申請に関する手続きを耐震診断技術者に委任する場合は下記の委任状をご記入下さい。
	委　任　状
（　自　署　）
	私は、耐震診断技術者　　　　　　　　　　　　　　を代理人と定め、平塚市木造住宅耐震化促進事業補助金交付申請（耐震診断）に関する手続きを委任します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　



